
７．キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

共済掛金及び交付金収入 449,533,389

保険金、再共済金及び再共済手数料等収入 131,573,285

技術給付金及び診療収入 49,692,879

受取補助金及び賦課金等収入 431,838,443

その他の業務活動収入 17,291,624

保険料、再共済掛金支出 △ 91,068,275

共済金支出 △ 311,837,737

診療諸掛による支出 △ 68,877,917

無事戻金支出 △ 8,890,996

人件費支出 △ 463,957,365

その他の業務活動による支出 △ 142,715,574

△ 7,418,244

利息の受取額 72,030,639

利息の支払額 0

64,612,395

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 1,659,000,000

定期預金の預入による支出 △ 1,514,000,000

金銭信託の終了による収入 0

金銭信託の開始による支出 0

有価証券の償還による収入 750,000,000

有価証券の売却による収入 0

有価証券の取得による支出 △ 300,000,000

有形固定資産の売却による収入 1,080

有形固定資産の取得による支出 △ 3,244,622

無形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

その他の投資活動による収入 28,177,689

その他の投資活動による支出 △ 9,400,000

610,534,147

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入による収入 0

短期借入金の返済による支出 0

長期借入金による収入 0

長期借入金の返済による支出 0

リース債務の返済による支出 0

その他の財務活動による収入 0

その他の財務活動による支出 0

0

Ⅳ　資金に係る換算差額 0

Ⅴ　資金増加額（又は減少額） 675,146,542

Ⅵ　資金期首残高 571,891,323

Ⅶ　資金期末残高 1,247,037,865

小　　　計

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで    　  （単位：円）



重 要 な 会 計 方 針 

 

当事業年度は、農業共済団体会計基準（平成２３年４月８日付け２２経営第７２０９号農林水

産省経営局長通知）を適用して財務諸表等を作成しております。 

 

１．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  １５～５０年 

構築物  １０～２０年 

車両運搬具  ２～ ５年 

機械器具  ４～ ７年 

器具備品  ５～１５年 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

（３）リース資産 

 該当はありません。 

業務勘定の有形固定資産及び無形固定資産は、当該固定資産の取得原価から当該固定資産を

取得するための借入金を控除した金額を取得事業年度に費用配分しており、減価償却費による

費用配分は行っておりません。また、当該固定資産の貸借対照表計上額は、当該固定資産の取

得原価から減価償却相当額（減価償却累計額と同額）を直接控除した金額を計上しております。 

 

２．引当金の計上基準 

（１）退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。なお、当組合は、職員数300人未満につき、退職給付債務のうち、

退職一時金に係る債務については、自己都合退職による期末要支給額によっております。 

（２）貸倒引当金 

未収金等の債権で、債権発生年度の翌年度から３事業年度を経過した金額を計上して

おります。 

（３）建設引当金 

固定資産建設に備えるための引当金で、再建築価額により試算し、所要の金額を計上

しております。 

（４）修繕引当金 

固定資産修繕に備えるための引当金で、主な修繕に係る費用を修繕計画に基づき所要

の金額を計上しております。 

 

 



（５）更新引当金 

機械器具等の固定資産取得に備えるための引当金で、更新計画に基づき所要の金額を

計上しております。 

 

（６）業務引当金 

  将来の安定的な財務基盤を構築するための引当金で、所要の金額を計上しております。 

 

（７）事務機械化準備金 

組合の事務機械化に備えるための準備金で、事務機械化計画に基づき所要の金額を計

上しております。 

 

（８）教育広報基金 

教育広報基金運用委員会で審議された造成計画に基づき、所要の金額を計上しており

ます。 

 

３．責任準備金の計上基準 

農業保険法施行規則（平成29年農林水産省令第63号）第29条に基づき、 

① 農作物共済勘定、果樹共済勘定は、決算時において各共済で責任期間が翌事業年度又は翌々

事業年度にわたる共済の共済関係に係る手持掛金部分の金額 

② 家畜共済勘定、園芸施設共済勘定、任意共済勘定は、決算時において各共済で責任期間が

翌事業年度にわたる共済の共済関係のうち未だ経過しない部分の手持掛金部分の金額を計

上しております。 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的の債券 

移動平均法による償却原価法（定額法）によっております。 

（２）その他有価証券 

該当するものは保有しておりません。 

 

５．たな卸資産等の評価基準及び評価方法 

「先入先出法」による取得原価（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により計上

しております。 

６．リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引は、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を行っております。 

所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、平成２４年３月３１日以前に取引を行っ

たものについては、リース取引に関する会計基準の適用指針第７９項を適用し、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。 

 

 



７．キャッシュ・フロー計算書関係 

（１）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手持現金及び要求払預金 

 

（２）資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金     2,761,037,865円  普通・定期・当座

  

現金及び預金のうち定期預金  1,514,000,000円  定期預金のみ   

資金期末残高          1,247,037,865円 

 

８．減損損失関係 

 該当ありません。 

 

９．金融商品関係 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当組合の余裕金は、農業保険法施行規則第34条に基づき、預金、国債、特別の法律に

より法人の発行する債券、一般担保付きの社債により運用しております。 

未収債権は、経理規則第101条に基づき未収金等債権管理要領に基づき管理しておりま

す。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

                                 （単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金及び預金 2,761,037,865 2,761,037,865 － 

（2）有価証券及び投資有価証券 4,567,167,654 4,928,271,405 361,103,751 

① 満期保有目的の債券 4,567,167,654 4,928,271,405 361,103,751 

② その他有価証券 0 0 － 

（3）未収債権 70,608,767 70,608,767 － 

（4）退職給与金施設預託金 252,382,022 252,382,022 － 

（5）未払債務 （106,095,758） （106,095,758） （－） 

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

 

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1)現金及び預金、(3)未収債権、(5)未払債務 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

(2)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された



価格によっております。 

 

(4)退職給与金施設預託金 

退職給与金施設預託金の時価については、社団法人全国農業共済協会から提示さ

れた期末時における金額を帳簿価額としており、時価は帳簿価額と等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

外部出資（貸借対照表計上額17,937千円）のうち、市場価格のある株式はありま

せん。また市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極め

て困難であると認められるため、時価開示の対象としていません。 

 

10．賃貸等不動産関係 

  当組合は、不動産の有効利用を図るため、賃貸しております。 

本所、南部支所、旧西部三好支所の建物等について、賃貸借契約をしております。 

     これら賃貸不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価額は次のとおりでありま

す。 

                                     （単位：万円） 

 貸借対照表計上額 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

本所 

南部支所 

旧西部三好支所 

10,775 

1,118 

2,213 

△539 

△34 

△126 

10,236 

1,084 

2,087 

 

（注１）貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却相当額を控除した金額であります。 

 

 また、賃貸等不動産に関する平成３０年度における収益及び費用は次のとおりであります。 

                                     （単位：万円） 

賃貸収益 貸借費用 その他損益（売却損益等） 

285 ― ― 

 

11．資産除去債務関係 

  当組合は、昭和６０年１２月９日に建設した海部郡詰所(事務所・倉庫)について、不動

産使用賃借契約書に基づく建物解体時の撤去処分に必要な費用を資産除去債務として計上

しています。 

 

12．重要な後発事象 

 該当する事項はありません。 

 




